
沖縄地域PPP/PFIプラットフォーム 第18回セミナー
2026年2月4日(水)

公民連携は公園のブレイクスルーになるか
まちづくりの視点からの都市公園
指定管理者制度、Park-PFIの進歩的運用

町田 誠
一般財団法人 公園財団 常務理事
横浜市立大学大学院 都市社会文化研究科 客員教授
内閣府PPP/PFI学識専門家 国土交通省PPPサポーター
一般財団法人 地域総合整備財団 公民連携アドバイザー
元国土交通省 公園緑地・景観課長、東京都 公園緑地部長



沖縄地域PPP/PFIプラットフォーム Park-PFI部会
2022年9月5日(月)14:00～16:30

Park-PFI事業等概論

町田 誠 一般財団法人公園財団 常務理事
横浜市立大学大学院 都市社会文化研究科 客員教授

国土交通省PPPサポーター（元 国土交通省 公園緑地・景観課長）
一般財団法人地域総合整備財団 公民連携アドバイザー



公園等の整備・管理の現状



公園種別 箇所数 面積ha

住区基幹公園 99,934 35,529

街区公園 92,188 14,678

近隣公園 5,911 10,663

地区公園 1,835 10,187

都市基幹公園 2,252 39,940

総合公園 1,404 26,725

運動公園 848 13,215

大規模公園 229 15,942

緩衝緑地等 12,714 35,043

国営公園 17 4,320

合 計 115,327*¹ 130,870*¹

港湾緑地・児童遊園・その他の公園緑地 53,319 18,522

総 合 計 168,646 149,392
*¹ 令和５年度末都市公園等現況調査（国土交通省2024.3末）合計値には認定市民緑地等を含む

地方財政白書（総務省令和6年版） 149,779 161,200

公園等のストック量



161,200ヘクタールはこのくらい



１２万ヘクタールを日本地図に置いてみると

沖縄本島
１，２０７Km２

琵琶湖・淡路島
１，２６２Km２ 東京23区・川崎市・横浜市

１，２０２ Km２

１億２８００万人が
６畳の茣蓙を同時に敷ける
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都市公園等の維持管理費の推移

維持管理費(億円)

1haあたり維持管理単価(千円/ha)

H7単価
4,429千円/ha

R4単価
3,154千円/ha

維持管理費（億円） 単価（千円/ha）

（年度）
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公園維持管理費（単位：百万円：2015年価格）
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公園管理単価（円/㎡：2015年価格で作成）

1994年度
489円/㎡

1970年度
254円/㎡

2022年度
265円/㎡



全国市長会資料 平成30年5月10日



全国市長会資料 平成30年5月10日



0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H
1

1

H
1

2

H
1

3

H
1

4

H
1

5

H
1

6

H
1

7

H
1

8

H
1

9

H
2

0

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

H
2

6

H
2

7

H
2

8

H
2

9

H
3

0

R
0

1

R
0

2

R
0

3

公園管理にかかる地方公共団体の職員人件費

H11 : 776.58億円

H28 : 527.26億円



公共空間のPPP これからの流れ



道 路

広 場

公 園

公開空地

港湾緑地

河 川



1999年 PFI法

2001年 骨太の方針「民間でできることは民間に委ねる」

2003年 指定管理者制度（地方地自法）

2006年 公共サービス改革法

2009年 「新しい公共」所信表明演説

2011年 PFI法改正「公共施設等運営権」

2011年 道路空間における商業活動
都市再生特別措置法等による特例

2011年 河川空間における商業活動
河川敷地占用許可準則による特例

2017年 公募設置管理制度（都市公園法等改正）Park-PFI

2020年 歩行者利便増進道路（道路法改正）ほこみち
ウォーカブルシティ（都市再生法改正）
滞在快適性等向上公園施設設置管理協定制度

2022年 民間事業者による賑わい創出に資する
           公共還元型の港湾緑地等の施設整備（港湾法改正）みなと緑地PPP

2023年 漁港施設等活用事業制度(漁港漁場整備法改正)海業推進

PPP（官民連携・公民連携）の流れ

市民参加

官民連携
公民連携

協 働

共 創

民 活



みなと緑地PPP
（港湾法令和4年改正）

公共還元により整備する港湾施設の例(イメージ)

➢緑地等の行政財産の貸付け(国有財産法等の特例)

貸付け可能な行政財産の範囲拡大(建物所有目的の土
地に加え、広場等のオープンスペースや海上構造物(釣り
桟橋)等の貸付けが可能)

➢港湾区域内の占用等許可の特例

釣り施設等の設置に必要な許可手続をワンストップ化

⇒ 民間活用の更なる推進により、
水際線を生かした質の高い賑わい空間を創出

背景・必要性

改正内容

➢緑地等の老朽化、陳腐化が進展。財政制約から公共による更新投資も限界

➢他方、民間能力を活用して魅力ある賑わい空間としたいニーズが顕在化

⇒ 既存制度では民間投資を呼びこむための環境が不十分

【老朽化・陳腐化した港湾緑地の例】

港湾緑地等において、収益施設(カフェ等)の整備と当該施設から得られる収益を還元して緑地等の
リニューアル等を行う民間事業者に対し、緑地等の行政財産の貸付を可能とする認定制度を措置

民間資金 公的資金

民間事業者が収益施設と公共部分を一体的に整備・運営

従前

新制度 公的資金収益を充当民間資金

カフェ等の
収益施設

休憩所、案内施設等の
公共部分

収益を活用して整備

行政財産を貸付け

港湾緑地等
（行政財産）マリーナ

カフェ 等

制度イメージ 認定を受けた民間事業者に対する支援措置

案内施設（デジタルサイネージ）休憩所



漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律案（R5年5月26日公布）

出典：農林水産省資料



出典：農林水産省資料



千葉県旭市飯岡漁港



旭市飯岡刑部岬（ぎょうぶみさき）展望館



旭市飯岡刑部岬（ぎょうぶみさき）



公物管理法で積極的な民間導入が可能な場合
(例) 都市公園法 （設置管理許可1956 ⇨ Park-PFI2017）

公物管理法に占用許可の概念がある場（占用特例など2011）
   (例) 道路法・河川法ほか（河川敷地占用許可準則2011、ほこみち2020）

（公物）管理法に占用許可の概念がない場合
(例) 下水道法ほか（いわゆるPRE・公共アセットすべて)

地方自治法 行政財産目的外使用 or 貸付 2006改正

指定管理者制度2003・PFI（コンセッション）2011
によってさらに積極的な空間活用を推進

社会資本の公民連携は
「行政財産のまま」の使いこなしへ進んでいく

（公物）管理法に占用許可の概念がなく国有財産の場合
 (例) 港湾法 民間事業者による賑わい創出に資する公共還元型の

                            港湾緑地等の施設整備 2022改正



指定管理者制度、Park-PFIの進歩的運用



Park-PFI



公募設置管理制度（Park-PFI）2017年法改正
〇都市公園において飲食店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置又は
管理を行う民間事業者を、公募により選定する手続き

○事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、
     事業者には都市公園法の特例措置がインセンティブとして適用される

条件 園路、広場等の公園施設（特定公園施設）の整備を一体的に行うこと

従 前

新制度 公的資金

広場、園路等の公共部分
（特定公園施設）

カフェ等の収益施設
（公募対象公園施設）

民間資金

民間資金

公的資金

収益を充当

民間が収益施設と公共部分を一体的に整備

収益を活用して整備

設置管理許可期間の特例
10年→20年

建ぺい率の特例
+１０％（公募対象公園施設）

占用物件の特例
看板、広告塔等

規制緩和的措置







Park-PFI 事例 須磨海浜公園【神戸市】（神戸市）

株式会社サンケイビル
三菱倉庫株式会社、JR西日本不動産開発株式会社、
株式会社竹中工務店、芙蓉総合リース株式会社、阪神電気
鉄道株式会社、株式会社グランビスタホテル＆リゾート

2024.6.1 OPEN



1989年神戸市須磨海浜水族館 https://www.daiken-sekkei.co.jp/sp_contents/history/





























Park-PFI 事例 本町公園【和歌山市】（和歌山県）

本町公園（P-PFI）及び本町地下駐車場の一体的な管理運営事業

民間事業者による飲食店や売店等の収益を活用
した地下駐車場上部の芝生化やイベント等の実
施などにより、隣接するこども関連施設との連
携や交流の場として賑わいの中心的な空間とな
るよう再生

紀州まちづくりグループ
株式会社紀州まちづくり舎、大揚興業株式会社他

Copyright © 2020, Wakayama Broadcasting 
System Co.,Ltd. All Rights Reserved.

Copyright 2020 Loocal All rights reserved.

和歌山経済新聞

和歌山市の本町(ほんまち)公園で
使われなくなっていた建物を改装した
カフェ「the public（ザ･パブリック）」

2020.7.22 OPEN





本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN





本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public（和歌山市）2020.7.22 OPEN



本町公園 the public 2Fフリースペース（和歌山市）2020.7.22 OPEN



各務原学びの森株式会社
「飛騨五木株式会社」
市民団体「一般社団法人かかみがはら暮らし委員会」

KAKAMIGAHARA PARK BRIDGE

2021.3.27 OPEN

Park-PFI 事例 学びの森公園【各務原市】（岐阜県各務原市）



学びの森公園（各務原市）



市民公園（各務原市）



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN





学びの森公園かもす食堂（各務原市）（一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



        

学びの森公園かもす食堂（各務原市）（一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



学びの森公園かもす食堂（各務原市）（一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



学びの森公園かもす食堂（各務原市）（一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



KAKAMIGAHARA STAND （一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



KAKAMIGAHARA STAND （一般社団法人かかみがはら暮らし委員会）



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



©かかみがはら暮らし委員会高田沙織氏



©かかみがはら暮らし委員会高田沙織氏



©かかみがはら暮らし委員会高田沙織氏



KAKAMIGAHARA BRIDGE PARK（各務原市）2021.3.27 OPEN



Park-PFI 事例 中央公園【福山市】（広島県福山市）

2021.5.1 OPEN
基本協定締結 2020.4.9

■事業者
 中央公園P-PFIコンソーシアム
・株式会社ｌｅｕｋ
・株式会社SPDX
・株式会社ガスエナジーヤブタ
・建内レンタル株式会社
・篠原テキスタイル株式会社
・福山電業株式会社

コンセプト「日常のアップデート」と「ハレの日を日常に」

■公募対象公園施設
ガーデンレストラン（約4,900万円）
赤ちゃんからお年寄りまでが安心して利用できる、
自家農園で採れた季節の野菜をふんだんに使った
ガーデンレストラン

■特定公園施設
あずまや３基、植栽（約1,100万円）



2019.1.26



◆３つの「学び」の事業
・図書館との連携
・食育など「食」を通じた学びの提供
・「地域密着型の企業塾」の実施
◆マルシェ事業
ごみを出さない「ゼロウェイスト・マルシェ」

◆パークウエディング事業
ガーデンレストランを拠点とした福山らしい結婚式の

   企画・プロジェクトチーム編成

2021.5.1 OPEN





Park Yoga × Enlee 2021.8.1sun



Park Yoga × Enlee 2021.8.1sun



Park Yoga × Enlee 2022.11.17thu



Copyright © The City of Fukuyama. All rights reserved.





昭和29年設置 昭和45年
岩手国体水球競技
公認50mプール

平成10年
市営日帰り温泉施設
金田一温泉センター

Park-PFI 事例 金田一近隣公園（二戸市）

まちづくり会社カダルミライ
特定目的会社カダルエステート

公募対象公園施設
日帰り温浴施設、宿泊施設、飲食スペース
ビジネスマンや学生の合宿などを想定
シングル48室、８人部屋ドミトリー６室
木造２階建（延べ床面積3,760㎡）

特定公園施設
プール補修、デッキ整備遊泳以外の
アクティビティ、憩い機能等
駐車場改修景観配慮の緑地整備

2022.3.26 OPEN











美肌の湯・金田一温泉に「カダルテラス」開業

総事業費は７億９５００万円、鉄筋２階建て、客室３８室
源泉掛け流しのぬる湯など３種類の風呂、地元産のコメや鶏肉、短角牛を使ったニュー
を提供 ©河北新報



©2021- 二戸の暮らしポータル



Copyright©2022 KADAR MIRAI, All right reserved.



Park-PFI 事例 山代スマートパーク【加賀市】（石川県加賀市）

■山代温泉の廃業した大型旅館（11階建）を市が取得してPark-PFIで事業者を公募
■15年間の指定管理業務

・面積：約2,800㎡
・公募対象公園施設：カフェ、フラワーショップ
・特定公園施設：体験学習施設（ITルーム）、駐車場、その他公園全体（約160百万円）
・指定管理料：4,400千円（15年間）
・ビアガーデンイベント等を地元の店舗と一体となって行って収入

共同事業体名：山代プラス
代表構成団体：株式会社岸グリーンサービス
構 成 団 体：株式会社シモアラ、アルスコンサルタンツ株式会社

2022.4.23 OPEN





















株式会社グッドフェローズダイニング
公募対象公園施設『緑に溶け込んだ明るく開放的なオープンカフェレストラン』
建築面積（延床面積）：299.99平方メートル（281.42平方メートル）
鉄骨造平屋建て 収容人員：107人 施設内にキッズエリアと授乳室の設置
駐車場：763.96平方メートル（25台、うち車椅子用2台）

Park-PFI 事例 加治屋まちの杜公園（仮称）【鹿児島市】

特定公園施設
  『公園とレストラン、日常と非日常をつなぐ緑のゲートウェイ』

芝生広場およびナポリの石畳
    ガーデンパーティー、ガーデンウェディングを実施

2020 10.23 OPEN



鹿児島市立病院跡地



Park-PFI 事例 加治屋まちの杜公園（仮称）【鹿児島市】
2020 10.23 OPEN



加治屋まちの杜公園 Black Smith PREMIUM GARDEN（鹿児島市）2020.10.23 OPEN



加治屋まちの杜公園 Black Smith PREMIUM GARDEN（鹿児島市）2020.10.23 OPEN



加治屋まちの杜公園 Black Smith PREMIUM GARDEN（鹿児島市）2020.10.23 OPEN



加治屋まちの杜公園 Black Smith PREMIUM GARDEN（鹿児島市）2020.10.23 OPEN



加治屋まちの杜公園 Black Smith PREMIUM GARDEN（鹿児島市）2020.10.23 OPEN



Park-PFI 事例 猿渡公園ミササガパーク（愛知県刈谷市）

2024.4.7 OPEN

2024 4.1 OPEN



2024.4.7 OPEN



代表企業：エリアワン（愛知県刈谷市）
構成企業：鵜飼哲也事務所、加藤建築事務所、角文、早川建設、平野造園
公募対象公園施設：ベーカリーカフェ、ドッグラン
特定公園施設：公園管理事務所、インクルーシブな遊び場に対応した遊具、デイキャン
プ場施設など
事業期間：2024年4月～2044年3月（指定管理＋Park-PFI）



2024.4.7 OPEN



2024.4.7 OPEN



2024.4.7 OPEN



2024.4.7 OPEN



2024.4.7 OPEN





PARC de VAGUE（パルクドゥベーグ）与野公園店

事業者グループ名：大和リースグループ
・代表企業：大和リース株式会社
・構成企業：アイル・コーポレーション株式会社、大日本ダイヤコンサルタント株式会社
事業期間：20年間（2024年4月1日から2044年3月31日）
【Park-PFI】
公募対象公園施設（ベーカリーカフェ）の整備・運営
特定公園施設（パークセンター＜展望デッキ・トイレ＞、遊具など）の整備・管理

【指定管理】
公園運営・維持管理

Park-PFI 事例 与野公園（さいたま市）

2024 4.1 OPEN



© 2026 フォトさいたま



© 2026 フォトさいたま

©大和リース株式会社



COPYRIGHT©Lipro MAVIE ALL RIGHTS RESERVED.

PARC de VAGUE（パルクドゥベーグ）与野公園店



PARC de VAGUE（パルクドゥベーグ）与野公園店

COPYRIGHT©Lipro MAVIE ALL RIGHTS RESERVED.



Copyright ©Dia Nippon Engineering Consultants Co., Ltd. All Rights Reserved.



万斛庄屋公園 旧鈴木家住宅

Park-PFI 事例 万斛庄屋公園【浜松市】（静岡県浜松市）

2023.4.11 鈴松庵OPEN 2024.3.9 全面open



万斛庄屋公園 旧鈴木家住宅



万斛庄屋公園 旧鈴木家住宅



万斛庄屋公園利活用運営事業(Park-PFI)事業者選定委員会



万斛庄屋公園 旧鈴木家住宅



NPO法人 旧鈴木家跡地活用保存会
2011年活動開始

2016年NPO法人化

Copyright© 旧鈴木家跡地活用保存会. All Right Reserved.















©木村智子氏



©中村浩一氏



©中村浩一氏



©中村浩一氏



Park-PFI 事例 代々木公園【東京都】（東京都渋谷区）

■事業対象地 約0.42ha
■代表団体 東急不動産株式会社
■構成団体 東急株式会社、株式会社石勝エクステリア、株式会社東急コミュニティー

■「都市と公園を繋ぐ」をテーマに、緑の憩いとイベント等の賑わいが感じられる公園
代々木公園と渋谷・原宿を有機的に繋ぎ、緑の連続性のランドスケープにより、
自然環境と都心の街並みの調和を図る

渋谷・原宿のカルチャーの場として、スケートボードが可能な「アーバンスポーツパーク」、
         「にぎわい広場」等を整備、来園者が自分らしく輝ける公園空間を創出



Googleストリートビュー2018年5月















■事業対象地 約1.6ha（歩行者デッキ1号・2号も20年間の維持管理運営）
■代表団体 東京建物株式会社
■構成団体 三井物産株式会社、日本工営株式会社、西武造園株式会社、
                        株式会社読売広告社、株式会社日テレアックスオン
■5つの理念 多様性・包括性 緑・環境 地域社会との持続的関係 エシカル思想 心身の健康・幸福

Park-PFI 事例 明治公園【東京都】（東京都新宿区）

TOKYO LEGACY PARKs
世界に誇れる、東京という都市の“レガシー”となる公園を創り
責任を持って持続的に運営、希望と誇りと共に次世代へ継承

2023.10.31 OPEN











■市の負担市が負担する整備費用の額：0円
既存施設撤去費用の上限額：150,000千円

（消費税及び地方消費税を含む。）

Park-PFI 事例 鵠沼海浜公園【藤沢市】（神奈川県藤沢市）

■供用開始1961年4月1日（スケートパークの開園は2001年7月）
■供用面積16,690.69㎡
■主な施設スケートパーク（運動施設），本館，別館，トイレ，駐車場 他
■取扱種目スケートボード，インラインスケート，バイシクルモトクロス（BMX）
■管理運営株式会社湘南なぎさパーク（都市公園法第5条に基づく設置許可）

■事業内容
・コンビプールを除く既存施設の撤去
・公募対象公園施設の整備及び管理運営
・特定公園施設の整備及び管理運営
・利便増進施設（任意設置）の設置及び管理運営



鵠沼海浜公園HUG-RIDE PARK 2024.6.1OPEN

鵠沼海浜公園ＧＲＯＷＩＮＧＰＡＲＫグループ

■代表法人小田急電鉄株式会社

■構成法人
 株式会社小田急ＳＣディベロップメント
株式会社湘南なぎさパーク
株式会社丹青社・株式会社日比谷アメニス
株式会社ＢＥＡＣＨＴＯＷＮ
有限会社マサケン
株式会社ｍａｒｕｋａｎ
株式会社丸山工務所
株式会社ムラサキスポーツ
株式会社ランドスケープデザイン

■協力法人
 株式会社アイ・エフ建築設計研究所
日本ＰＦＩインベストメント株式会社













Reg-On Diner 鵠沼海浜公園店

We eat Wheat ウィート・ウィート

湘南鮪漁港

© Tune up INC.

Copyright© SHIMENI. All Rights Reserved

(C) 2024 Reg-On Diner 鵠沼海浜公園店



地域デベロッパー 8％

大手デベロッパ－ 9％

大手リーシング 11％

建設・工事業 13％

住宅・ハウスメーカー 3％

建設・施設・設備管理 3％飲食・製菓・サービス 11％
アウトドア 2％

スポーツ 3％

観光・リゾート 2％

地域まちづくり系法人
8％

造園・施設工事業
11％

建設系コンサルタント
3％

鉄道 2％
その他 9％

Park-PFI実施175公園（2025.3.31）
代表企業属性
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JV 66％

単独 34%

Park-PFI実施1７5公園（2025.3.31）
事業体構成

115

60



全国展開企業
46%

地域企業

54％

Park-PFI実施1７５公園（2025.3.31）
代表企業属性

94

81



地域企業参画
有 81％

地域企業参画

無 19％

Park-PFI実施1７5公園（202５.3.31）
地域企業参画有無

141

34



カフェ・
レストラン
・飲食 50％

物販・ショップ
20％

アウトドア・
キャンプ

10％

ホテル・宿泊
3％

スポーツ・遊戯
11％

大型集客施設 0.3％
温浴・サウナ 4％ 駐車場 1％

150

60

29

10

33

1

12

3

Park-PFI実施17５公園（2025.3.31）公募対象公園施設

目的的
施 設

付随的
サービス

施 設



Park-PFIの社会的波及
指定管理者制度とのカップリング

行政財産のままの活用へ



指定管理 指定管理

Park-PFI

公募対象公園施設

特定公園施設

（PFI法PFI）

公募

公募

（更新）

10年＋10年 もしくは 20年

設置管理許可

設置管理許可もしくは
指定管理（制度設計次第）

同時

20年

収益施設
設置運営
（任意）

任意
提案

設置管理許可（10年）

設置管理許可（10年）

更新

更新

更新（指定管理期間まで）

更新（指定管理期間まで）

一括
公募

都市公園の整備・管理運営事業における制度の組み合わせ（進化）

DBOによる
公園リニューアル
特定公園施設含む



多摩中央公園改修整備・運営事業
公園種別：総合公園

公園位置：東京都多摩市落合2-35

公園面積：11.29ha

計画決定：昭和45.12.22、昭和56.11.27

事業認可：昭和56.12.5

工事期間：昭和56.12～平成2.3

主な公園施設：大芝生広場（約14,000㎡）、大池・カフェテラス（約8,300㎡）、

駐車場（201台）、便所（２棟）、ジョギングコース（約1,000㎡）

主な建物施設：①パルテノン多摩（複合文化施設）

延床面積15,300㎡、建築面積7,100㎡

大ホール1,414席、小ホール304席

②グリーンライブセンター（緑の相談所）

 ③旧富澤家（移築民家）

■指定管理者制度で実現できること

① 常駐管理による安全で安心な環境の構築

② 継続的なプログラム実施

③ 実施困難だった大型イベントの誘致・実施

■Park-PFIで目指すこと

① レストランやカフェの設置による誘客

② 収益還元による高質な空間形成、事業費削減

③ 収益施設と一体化した新たな公園利活用

■公園内の施設と一体化した賑わいの創出

① クリエイティブキャンパス構想の提言

② パルテノン、図書館、旧富澤家、グリーンライブ

センターと一体した文化・芸術的サービスの提供

③ 公園内活性化を通じたまちの賑わいづくり

賑やかで活気あふれる休日
落ち着いた平日の公園利用の両立
新たな公共空間の活用
周辺施設等との連携によるエリア全体への波及効果

将来像
だれもが楽しみ誇れる多摩セントラルパーク

市民が誇れる公園環境
×

だれもが楽しめる参加型公園管理運営

















旧広島市民球場跡地・中央公園広場エリア

中央公園広場エリア

旧広島市民球場跡地



旧広島市民球場跡地整備等事業（広島県広島市）

グループ名 NEW HIROSHIMA GATEPARK
（代表法人）

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社
（構成法人）

大成建設株式会社中国支店
株式会社中国新聞社
株式会社広島バスセンター
広島電鉄株式会社
NTTアーバンバリューサポート株式会社
株式会社NTTファシリティーズ
株式会社シーケィ・テック
株式会社NSP設計

【公募条件】
■公募対象公園施設：飲食・物販等の収益施設
■特定公園施設：
屋根付きイベント広場や園路等の公園施設の設計・整備

⇨広島市の費用負担上限額 1,170,000 千円
（消費税及び地方消費税込み）
⇨指定管理業務：指定管理料 883,500 千円
（46,500 ×19 年）＋イベント広場の利用料収入

©NEW HIROSHIMA GATEPARK



2023.3.31OPEN Copyright©HIROSHIMA GATE PARK All Rights Reserved.



Copyright©HIROSHIMA GATE PARK All Rights Reserved.











みなと緑地PPP
（港湾法令和4年改正）

公共還元により整備する港湾施設の例(イメージ)

➢緑地等の行政財産の貸付け(国有財産法等の特例)

貸付け可能な行政財産の範囲拡大(建物所有目的の土
地に加え、広場等のオープンスペースや海上構造物(釣り
桟橋)等の貸付けが可能)

➢港湾区域内の占用等許可の特例

釣り施設等の設置に必要な許可手続をワンストップ化

⇒ 民間活用の更なる推進により、
水際線を生かした質の高い賑わい空間を創出

背景・必要性

改正内容

➢緑地等の老朽化、陳腐化が進展。財政制約から公共による更新投資も限界

➢他方、民間能力を活用して魅力ある賑わい空間としたいニーズが顕在化

⇒ 既存制度では民間投資を呼びこむための環境が不十分

【老朽化・陳腐化した港湾緑地の例】

港湾緑地等において、収益施設(カフェ等)の整備と当該施設から得られる収益を還元して緑地等の
リニューアル等を行う民間事業者に対し、緑地等の行政財産の貸付を可能とする認定制度を措置

民間資金 公的資金

民間事業者が収益施設と公共部分を一体的に整備・運営

従前

新制度 公的資金収益を充当民間資金

カフェ等の
収益施設

休憩所、案内施設等の
公共部分

収益を活用して整備

行政財産を貸付け

港湾緑地等
（行政財産）マリーナ

カフェ 等

制度イメージ 認定を受けた民間事業者に対する支援措置

案内施設（デジタルサイネージ）休憩所



港湾環境整備計画制度 (みなと緑地PPP) と Park-PFI制度との違い

新 制 度 （ 港 湾 法 ） Park-PF I（都市公園法）

制度概要
港湾環境整備計画を港湾管理者が認定
緑地及び広場(行政財産)を貸付け

公募占用計画を公園管理者が認定
施設設置許可(行政処分)
※都市公園は私権の行使（貸付け等）が禁止

事業期間 20年以内（計画認定期間）
※設置許可は10年だが更新を保証

概ね30年以内
（賃貸借契約による）

収益施設の
建ぺい率

上限12％（公募対象施設）
※通常の都市公園は上限2%

規制なし
（用途地域の一般的な規制に準じる）

占用物件の
特例

あり
駐輪場、看板、広告塔を利便増進施設として占用可

－
※各港湾管理者の条例による

制度目的 民間を活用した公園利用者の利便の向上、
公園管理者の財政負担の軽減

良好な港湾環境の形成、
港湾管理者の財政負担の軽減

条件

事業者が設置する飲食店等から得られる
収益を園路、広場等の公園施設の整備に
還元すること

事業者が設置する飲食店等から得られる
収益を休憩所、案内施設等の港湾施設
の整備や緑地の清掃等に還元すること

水域利用
港湾区域等の工事等の許可の

みなし特例
－



常吉西臨港緑地の魅力向上・管理運営事業に係る運営事業
【公募概要】
・貸付面積 64,540m2
・貸付期間 20年間
・選定方法 2段階審査（計画提案審査／価格提案審査）

【提案を求める事項】
賑わい創出事業（ハード・ソフト）
・緑地の特色を生かした新たな賑わいを創出する施設整備・運営等

スポーツ施設、レクリエーション施設、宿泊機能、物品販売、
      飲食店など
・常に多くの人が集う臨港緑地を実現するためのソフト事業

イベント等の開催、プロモーション活動
維持管理計画・収益還元
・維持管理計画・収益還元による施設整備







神戸市公募の新港突堤西地区(第2突堤)再開発事業の優先交渉権を
株式会社One Bright KOBE(ワンブライトコウベ)が獲得（2021年）

・株式会社スマートバリュー（本社：大阪市中央区、取締役兼代表執行役社長 渋谷 順）
・株式会社NTTドコモ（本社：東京都千代田区、代表取締役社長 井伊 基之）
・NTT都市開発株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長 辻上 広志）
からなるコンソーシアムによる民設民営プロジェクト

神戸アリーナプロジェクト ©株式会社One Bright KOBE 





GLION ARENA KOBE 2025.4.4 OPEN予定



GLION ARENA KOBE 2025.4.4 OPEN予定
株式会社One Bright KOBE(ワンブライトコウベ)
・株式会社スマートバリュー
・株式会社NTTドコモ
・NTT都市開発株式会社
B.LEAGUE プロバスケットボールクラブ『神戸ストークス』のホームゲーム
アーティストによる音楽ライブなどが行われる予定

© TOTTEIKOBE



TOTTEI PARK 2025 © Kiss PRESS



TOTTEI PARK © TOTTEIKOBE     2025 © Kiss PRESS



Park-PFI実施1６５公園（202４.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法（指定管理or指定管理以外）

指定管理等の
公園（７１）

指定管理等以外
の公園（94）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園



指定管理等以外
の公園（９４）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（７１）

Park-PFI実施1６５公園（202４.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法（指定管理or指定管理以外）

指定管理公園
13,578

指定管理以外公園
101,129

■比較的大規模
■有料施設のある公園
■運動施設のある公園
■運営的要素（利用管理、イベントなど）が大きな公園

地区公園
568/１，８３０
総合公園
７２０/１，４０６
運動公園
４８２/８４６
広域公園
１９８/２２９



指定管理等以外の
公園（９４）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（７１）

Park-PFI・指定管理
一体型募（４９）

（２１）

（２８）

Park-PFI実施1６５公園（202４.3.31）の公募構造分析

Park-PFI単独公募（１１６）

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

２．指定管理とパッケージで一体公募



Park-PFI・指定管理
一体型募（４９）

指定管理等以外の
公園（９４）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（７１）

（２１）

（２８） Park-PFI導入を契機にした
指定管理への移行がある

２．指定管理とパッケージで一体公募

Park-PFI実施1６５公園（202４.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

Park-PFI単独公募（１１６）



Park-PFI・指定管理
一体型募（49）

Park-PFI単独公募（116）

（２１）

（２８）

２．指定管理とパッケージで一体公募

Park-PFI実施165公園（2024.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

３．新規公園、拡張エリアで公募

新規公園・
新規拡張エリアで導入（１9）

（13）

（6）

指定管理等以外の
公園（９４）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（７１）

新規エリアでPark-PFI
＋指定管理導入



（２8）

（13）

（6）

Park-PFI単独公募（９４）

指定管理等以外の
公園（94）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（71）

Park-PFI・指定管理
一体型募（49）

（21）
新規公園
・拡張エリアで導入（１9）

２．指定管理とパッケージで一体公募

Park-PFI実施165公園（2024.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

３．新規公園、拡張エリアで公募



デザインビルドの
要素が強い公募
（34）

（５）

（12）
（6）

（１）

（10）

（２8）

（13）

（6）

Park-PFI単独公募（９４）

指定管理等以外の
公園（94）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（71）

Park-PFI・指定管理
一体型募（49）

（21）

４．DBの性格が大きい公募

２．指定管理とパッケージで一体公募

Park-PFI実施165公園（2024.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

３．新規公園、拡張エリアで公募

新規公園
・拡張エリアで導入（１9）

デザインビルド＋オペレーション
というスタイルへの引き金



デザインビルドの
要素が強い公募
（34）

（５）

（12）
（6）

（１）

（10）

（２8）

（13）

（6）

Park-PFI単独公募（９４）

指定管理等以外の
公園（94）
・直営管理
・業務発注管理
・包括的業務委託
・新規/拡張公園

指定管理等の
公園（71）

Park-PFI・指定管理
一体型募（49）

（21）

４．DBの性格が大きい公募

２．指定管理とパッケージで一体公募

Park-PFI実施165公園（2024.3.31）の公募構造分析

１．従前管理の方法(指定管理or指定管理以外)

３．新規公園、拡張エリアで公募

新規公園
・拡張エリアで導入（１9）

従前指定管理者等がPark-PFIに参画（３/７１/165）

（３）



Park-PFIのとん挫
産学官地域連携の綻び



copyright© 2021 OpenA Co.,Ltd. All rights reserved.

民間企業の公共的マインドの限界
海の中道海浜公園 光と風の広場 2022.3～

代表企業ほか民間企業の離脱



copyright© 2021 OpenA Co.,Ltd. All rights reserved.

海の中道海浜公園 光と風の広場（Park-PFI）
2022.3～



Copyright © 2018 INN THE PARK All rights reserved.

海の中道海浜公園 光と風の広場（Park-PFI）
2025.6～

一般財団法人公園財団



copyright© 2021 OpenA Co.,Ltd. All rights reserved.
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copyright© 2021 OpenA Co.,Ltd. All rights reserved.



copyright© 2021 OpenA Co.,Ltd. All rights reserved.



©SEアミューズメント



©SEアミューズメント



©SEアミューズメント



© 2022 KOKOPELLI WESTERN RIDING



© 2022 KOKOPELLI WESTERN RIDING
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静岡市 城北公園

静岡市営 城北公園
地域コミュニティの反対によるとん挫



静岡市 城北公園



「スタバ出店は反対していないが…」住民グループが提訴 静岡・城北公園
整備の実施協定締結差し止め求め（静岡県）

Copyright The Shizuoka Shimbun and Shizuoka Broadcasting System., All rights reserved.

静岡市葵区の城北公園にカフェや駐車場を整備する事業をめぐり、
住民グループが実施協定の締結などの差し止めを求める訴えを起こしました。
2022年5月20日、静岡市長を相手取り訴えを起こしたのは、
城北公園の整備事業に反対する住民グループ12人です。





静岡市 城北公園



静岡市 城北公園



1983年



2020年



スターバックス 静岡・城北公園への出店辞退を正式表明（静岡県）

Copyright The Shizuoka Shimbun and Shizuoka Broadcasting System., All rights reserved.

スターバックスは、26日、出店の辞退を正式に表明しました。
辞退の理由について「スターバックスが目指している地域社会の一員となり、
店舗を通じて地域コミュニティに貢献できる存在となり、
地域や周辺住民の方々をつなぐ場としての役割を果たせないと判断した」と
説明しています。



スタバ出店へ思い届け 城北公園整備計画 静大生が署名活動

静岡市葵区の城北公園にカフェや駐車場を整備する計画で、核施設のスターバックス
ジャパンが出店を辞退したことを受け、静岡大人文社会科学学部４年の土屋宏斗さん
（２１）が出店を求めるオンラインでの署名運動を始めた。
目標人数は１万人。土屋さんは「城北公園でスタバのラテを飲むのを楽しみにしていた。
この思いを市やスタバに届けたい」と力を込める。

Copyright The Shizuoka Shimbun and Shizuoka Broadcasting System.
, All rights reserved.

あなたの静岡新聞 2022.4.29



城北公園スタバが出店断念意向静岡市整備事業、住民反発受けあなたの静岡新聞 4/25(月) 6:29配信

①高齢者中心の市民グループの行動により潰してしまった。 57,901 7,092

②現状維持を望む方々(特に高齢の地元有力者)はしっかりと将来の街の発展を考えて行動し
て欲しい。 25,998 2,031

③お年寄りを蔑ろにしているとかではなく、若い人達の未来を委ねるという選択と決断が出来
るようになってほしい。 8,843 942

④大体が出店を嫌う人たちが先導して他の人は乗ってるだけのことが多い。 5,723 538

⑤こんなところでもシルバー民主主義が勝ってしまうんですかねぇ。若い人のために少し譲っ
てあげて欲しかったです。 8,245 732

⑥スタバ出店断念で、残念がっている人がたくさん居ると思います。 9,562 1,137 

⑦年寄り連中は昔の考え方にばかり固辞して排他的風習が抜け切らないと、地方は衰退の
一途でしょう。 3,277 497

⑧現状の日本の地域社会の問題として、「文句言うだけ」の無責任な自治への参加がある。
895 139

⑨市が双方の意見をもっと良く聞いて対応すればいいのではと思います。 550 165

⑩ある程度地域を発展させて、若い人が住みたい！と思う街にする事で地域が活性化するん
じゃないかと思うんだけど。 895 204

⑪地域の活性化には確実に集客を狙える成功店であるスタバの誘致は良いと思うけど（すべ
 き）。 6,219 1,094

⑫スタバに行かない層いけない層、偏屈な人が反対していたのでしょうけれど。 1,683 187

⑬公園ってどちらかというと若い人が多いと思うので(もちろん高齢者の憩いの場でもあるかも
しれませんが)スタバの誘致継続してほしいですね。 1,058 151





城北公園再整備公園利用者・住民説明会 2024.12.14



城北公園再整備に向けた懇談会から
市長へ提言書を提出

2025.10.30

懇談会
自治会や公園愛護会などの地域住民に加え、城北公園でイベントを

開催している団体、市内広域でまちづくり活動を行っているNPO法人など
多様な立場の方々が参加

焦点になっていたカフェについては過大なものは不要
駐車場は「原則園外で整備する」という方向性の提言



つくば市 洞峰公園（県営公園）

茨城県営 洞峰公園（つくば市）
地域コミュニティと自治体？の反対によるとん挫



つくば市 洞峰公園（県営公園）



つくば市 洞峰公園（県営公園）









県は公園の管理運営費削減などを目
的に、民間資金を活用した「パークPFI」
を導入。駐車場拡張、園内へのグラン
ピング施設やバーベキュー場の整備な
どを計画している。一方、地元の市民団体などからは反対の声が上がっている。

これまでに大井川知事は、市が希望すれば公園を無償で移管する考えを表明。
県都市整備課によると、昨年11月に公園の指定管理実績など、維持管理費を含
む詳細な情報を提供した。

大井川知事は「反対意見も踏まえ、計画を修正するなどしてきた。無償で移
管するか、修正案で公園の改修を進めるか、いずれかだ」と述べた。

茨城・つくば洞峰公園計画知事「月内に回答を」
茨城新聞社 - 2024年1月14日

洞峰公園(茨城県つくば市二の宮)の
県整備計画を巡り、大井川和彦知事は
13日の定例記者会見で、公園の維持管
理費について同市へ情報提供している
ことを明かし、「月内には市から何ら
かの回答をいただけるようお願いして
いる」と述べた。

茨城県の大井川和彦知事
© THE IBARAKISHIMBUN





つくば市洞峰公園管理・運営協議会2025.2.11設置



つくば市
県営公園時代の指定管理者に
随意契約で管理運営委託

3億7,900万円



指定管理者制度



直営管理費

委託費
指定
管理費

公園管理者
以外の負担 合 計

人件費 資材費 事務費 その他 小 計

全国計

59,775 2,504 47,316 5,389
114,984
(26.4) 

135,358
(31.0) 

170,439
(39.1) 

15,180 435,961 

職員等

人件費

役所内の

資材調達費

役所内の

事務費

植物管理

清掃・修繕等

業務委託費

外郭団体への

包括委託含む

指定管理者

制度導入

公園の契約額

運動施設

文教施設等

他部局所管

施設の

管理費

全国都市公園の維持管理費 2023年度（単位：百万円）
4,360億円

国土交通省暫定データをベースに一部加工した暫定値



指定管理者制度を導入している都市公園の現況
（2024年3月31日現在）

都市
公園数

開設面積
指定管理者が行う
業務範囲面積

(ha) (ha)

政令指定都市以外
の地方公共団体

12,119 50,299 42,952

政令指定都市 1,631 7,636 5,644

全国計
13,750
（11.9％）

57,356
48,596
（37.2％）

全国の都市公園 115,148 130,773



利用料金制導入の実態
（2024年3月31日現在）

都市
公園数

入園料等の管理費への充当

備考

有 無 金額(千円)

政令指定都市以外
の地方公共団体

12,119 1,534 10,767 22,463,350

政令指定都市計 1,631 365 1,329 9,486,045

全国計 13,578 1,851 11,969 31,949,395



指定管理者への許認可権限の付与
（2024年3月31日現在）

都市公園数

許認可事務権限

有 無

政令指定都市
以外の

地方公共団体
12,119 6,624 5,612

政令指定
都市 1,631 1,265 403

全国計 13,750 7,889 6,015



公園数
指定管理
公園
(％)

財団 社団 第三ｾｸﾀｰ 民間 NPO
町内会
愛護会

その他
面積
(ha)

管理費
協定金額

(千円)

㎡あたり
単価
(円)

街区公園 91,657
8,418
(9.2) 

4,898 200 105 3,286 54 105 88 1,486 5,867,309 395 

近隣公園 5,895
1,130
(19.2) 

472 74 22 533 62 14 39 1,964 10,029,472 510 

地区公園 1,830
568

(31.0) 
206 27 15 281 55 9 22 2,562 11,804,815 460 

総合公園 1,406
720

(51.2) 
298  49 35 390 90 6 48 12,435 48,817,092 393 

運動公園 846
482

(57.0) 
232 18 8 247 62 1 26 7,520 37,537,976 499 

広域公園 229
198

(86.4) 
118 10 5 111 19 0 19 12,826 32,840,233 256 

全公園 114,707
13,211
(11.5) 

7,132 437 237 5,936 413 154 371 48,645 177,848,126 366 

指定管理公園に見る管理の実態
（2022年度）



指定管理公園種別毎の個所数推移
街区公園 近隣公園 地区公園 総合公園 運動公園 広域公園 合 計

H26 7,916 1,018 480 658 418 181 12,603

H27 7,916 1,043 529 762 484 269 13,008

H28 7,752 1,032 494 673 444 177 12,544

H29 7,840 1,042 496 684 456 178 12,695

H30 7,961 1,054 497 692 459 179 12,863

R1 7,967 1,067 501 704 464 194 12,909

R2 7,961 1,069 511 716 480 196 12,900

R3 8,050 1,089 556 820 528 222 13,070

R4 8,418 1,128 566 826 536 223 13,822

R5 8,531 1,145 569 828 547 223 13,750

R5導入率 9.25% 19.40% 31.01% 58.97% 64.50% 100.00%

H26 R3
1.70%   
増

6.97%
増

15.80%
増

24.62％
増

26.30%
増

22.70%
増

H26 R4 6.34%増 10.81%増
17.92%

増
25.53%

増
28.23%

増
23.20%

増

H26 R5 7.77%増
12.48%

増
18.54%

増
25.84%

増
30.86%

増
23.20%

増



財団

社団

第三ｾｸﾀｰ

民間

NPO

町内会・愛護会

その他

7,130

都市公園の指定管理者の属性と構成比

財団法人 
69.3%  → 47.5% 
（2008） （2024）

民間事業者
22.7%   → 41.7%
（2008） （2024）

2024.3.31現在

471

6,262

231

355
408

148



公園数
財団
法人

社団
法人

第三
ｾｸﾀｰ

民間
企業

NPO
法人

町内会
愛護会

その他

264 40 29 0 217 32 4 2

公園数
財団
法人

社団
法人

第三
ｾｸﾀｰ

民間
企業

NPO
法人

町内会
愛護会

その他

14,036 7,139 473 239 6,276 411 149 362

沖縄県の指定管理者属性（2023年度）

全国の指定管理者属性（2023年度）



稲荷公園（東京都東村山市）

Copyright (C) みんなの公園愛護会 2020-
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２．街区公園（小規模な公園）での傾向
①導入率は９％（箇所数）・７％（自治体数）程度
②いわゆる「外郭団体」である法人が多い
③自治体内の公園を一括して契約してることが多い
④残り（大半）は 業務委託管理 もしくは 直営管理

指定管理者制度導入の一般的傾向

１．比較的大きな公園（街区公園以外）での傾向
①導入率は22％（箇所数）・52％（自治体数）程度
②有料施設・運動施設等のある公園が多い
③公園単位で契約していることが多い

小規模な公園については、民間企業（効率） や NPO法人等
（地域のつながり）の能力、ノウハウ導入がほぼ進んでいない



指定管理者制度で進化させる公園管理の中身

維持管理（外形的維持・保全）
植物管理 清掃 建物・工作物管理（警備 利用者指導）

管理運営

パークマネジメント

公園経営

＋利用管理
（利用者サービス）

＋利用効用
（市民参画、行催事運営）

＋収益構造、エリア価値向上
（収益事業、イベントプロモート、エリア経営）



指定管理者が目指すべき
パークマネージメント（経営的公園管理）の本質

パークマネージメントは
①ハードウエアのメンテナンス（植栽・工作物の維持修繕、清掃など）
②ソフトウエアのマネージメント（利用管理、運営管理、警備など）

で構成

□指定管理事業を外注メンテナンス作業の集合体と
考えている地方公共団体の指定管理

 ⇨利用されようがされまいがどうでもよい
公園の維持保全に終始する

□指定管理業務をパークマネージメントとして
考えている地方公共団体の指定管理

      ⇨使われる公園像、まちづくりの一部（核）として
の公園像に向かっていく



公園からまちづくりへ



公共団体市 民

公 園

利用 供用

公園を取り巻くステークホルダー構図の変遷 phase1

戦後、昭和20年代初頭ころまでのイメージ
全部公共団体インハウスの時代

公共工事の大型化・工事量増大
1949年建設業法
1964年建設コンサルタント登録規定 (建設省告示)
測量・調査・計画・設計・工事のアウトソーシング

民



公共団体市 民

公 園

利用 供用

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 phase2

コンサルタント

建設業民

管理作業のアウトソーシング
地方公共団体の外郭団体の設立

昭和50年代頃までのイメージ
公共団体直営管理の時代



公共団体市 民
公 園

利用

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 phase3

コンサルタント

建設業

民

昭和の終わり～平成最初の頃のイメージ
業務委託管理の時代

供用

外郭団体

受託 委託

1999年 PFI事業（PFI法）
2003年 指定管理者制度（地方自治法）
2017年 Park-PFI制度（都市公園法）

契
約



公共団体
USER

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 phase4

コンサルタント

建設業

民

指定管理者

代行 指定契
約

公 園 Park
-PFI
事業者

PFI
事業者

民 民

参加・協働の時代
公民連携・官民連携の時代

参加・協働

中間支援組織
公園のミライ

新たなコミュニティ拠点
社会価値の創出



公共団体
USER

公園に係るステークホルダーの構図の変遷 phase4

コンサルタント

建設業

民

指定管理者

代行 指定契
約

公 園 Park
-PFI
事業者

PFI
事業者

民 民

参加・協働の時代
公民連携・官民連携の時代

参加・協働

中間支援組織
公園のミライ

新たなコミュニティ拠点
社会価値の創出



公園に係るステークホルダーの構図の変遷５

コンサルタント

建設業

民

目指すべき将来のイメージ

指定管理者
民間企業・NPO法人
公益・一般法人
自治会・地縁団体

公共団体

民

PFI
事業者

民

民

USER

PLAYER

MANAGER

エリアマネージメント=パークマネージメント

=
=

公 園

中間支援組織

Park
-PFI
事業者

民

民

共創


